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平成23年２月４日 

各 位 

会 社 名 ダイワボウホールディングス株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 阪口 政明 

 （コード：3107、東証・大証第一部） 

問合せ先 法務コンプライアンス室長 大城代 昌男 

 （TEL．06―6281―2325） 

 

 

株式会社オーエム製作所株式に対する公開買付けの開始に関するお知らせ 

 

 

ダイワボウホールディングス株式会社（以下「当社」又は「公開買付者」といいます。）は、平成23年２月

４日開催の取締役会において、株式会社オーエム製作所（東京証券取引所市場第一部・大阪証券取引所市場第

一部、コード番号：6213、以下「対象者」といいます。）の株式を対象とする公開買付け（以下「本公開買付

け」といいます。）を開始することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．買付け等の目的等 

（１）本公開買付けの概要 

当社は、本日現在、対象者の普通株式 8,969,000 株（対象者の平成 22 年 11 月 12 日提出の第 88 期

第２四半期報告書に記載された平成 22 年 11 月 12 日現在の発行済株式総数（33,200,000 株）に対す

る所有株式数の割合（以下「株式所有割合」といいます。）：27.02％（小数点以下第三位四捨五入））

を所有し、対象者を持分法適用関連会社としておりますが、この度、対象者を当社の完全子会社とす

ることを目的として、対象者の発行済株式の全て（但し、当社が所有する対象者株式及び対象者が所

有する自己株式を除きます。）を対象とする本公開買付けを実施することを決定いたしました。 

本公開買付けにおいては、買付予定数の上限は設定しておりませんが、応募株券等の合計が

6,848,000 株（対象者の平成22年 11月 12日提出の第88期第２四半期報告書に記載された平成22年

11月12日現在の発行済株式総数（33,200,000株）から、平成22年12月31日現在の対象者の所有す

る自己株式の数（1,629,512 株。なお、当該自己株式の数については、対象者の本日公表予定の平成

23 年３月期第３四半期決算短信に記載予定とのことです。以下同じ。）を控除した株式数

（31,570,488 株）の 50.10％に相当する株式数（15,816,815 株（小数点以下切り上げ））から当社が

本日現在所有する対象者株式数（8,969,000株）を控除した株式数（6,847,815株）の単元未満に係る

数を切り上げた株式数）に満たない場合には、応募株券等の全部の買付け等を行わない旨の買付予定

数の下限を設定しております。従って、応募株券等の数の合計が当該下限に満たない場合には、応募

株券等の全部の買付け等を行いません。 

なお、対象者によれば、対象者は、本日開催の対象者取締役会において、本公開買付けの諸条件を

慎重に協議・検討した結果、本公開買付けが対象者の企業価値向上及び株主共同の利益の観点から有

益であり、本公開買付けにおける買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）その他の

条件は妥当で、少数株主の利益保護に十分留意されており、対象者の株主の皆様に対して合理的な株

式売却の機会を提供するものであると判断し、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、対象

者の株主の皆様が本公開買付けに応募することを推奨する旨を決議したとのことです。 

本公開買付けが成立した場合、当社は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行から、本公開買付け等に係る

決済資金等として、金125億円を上限とした貸付（以下「本買収ローン」といいます。）を受けること
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を予定しております。本買収ローンに係る融資条件の詳細については、別途協議のうえ、本買収ロー

ンに係る契約において定めることとされていますが、本買収ローンに係る契約において、当社が本公

開買付けの結果取得することとなる対象者株式を本買収ローンの担保に供し、対象者が当社の完全子

会社となった後は、対象者が当社の連帯保証人となること等が規定される予定です。 

 

（２）本公開買付けを実施する背景及び目的並びに本公開買付けを実施するに至った意思決定の過程 

当社は、昭和16年に紡績会社４社の合併により大和紡績株式会社として設立されました。 

以降、綿紡織を軸に、レーヨン（化学繊維）やポリプロピレン（合成繊維）を生産対象に加える一

方、インドネシア、ブラジルに進出して合弁事業を展開する等、総合繊維メーカーを目指して事業を

拡大してまいりましたが、他方で、祖業とする紡織事業の成熟化の進展に対処し、事業構造の変革を

継続的に実行してまいりました。具体的には、衣料製品・産業資材・合繊の各事業へ重点投資を実行

し、インドネシア、中国での縫製事業の拠点開設や産業資材・カンバス事業の設備増強、ポリプロ短

繊維・スパンレース不織布事業の設備拡充等、中核事業の基盤強化に努めると共に、ＩＴ事業や工作

機械の製造販売等、多様な事業領域を展開する企業グループ（以下「当社グループ」といいます。）を

形成してまいりました。 

さらに、グループ連結経営をより一層推進するため、平成18年１月の会社分割による純粋持株会社

体制への移行、平成21年４月のＩＴインフラ流通事業のダイワボウ情報システム株式会社との経営統

合、同年７月の繊維事業を統括する中間持株会社（大和紡績株式会社）の設立とダイワボウホール

ディングス株式会社への商号変更をそれぞれ実行して、当社グループの経営体制を拡充いたしました。 

 

一方、対象者は、昭和24年７月に、企業再建整備法（昭和21年法律第40号。その後の改正を含み

ます。）に基づき、紡績機械等を製造していた当社宍道工場の現物出資により大和機械工業株式会社と

して設立されました。対象者は、翌年に株式会社オーエム紡機製作所に社名を変更し、さらに昭和 35

年に株式会社大阪機械製作所との合併により株式会社オーエム製作所に社名を変更して、繊維機械、

工作機械及び自動包装機械の製造・販売を開始いたしました。 

対象者は、昭和27年に大阪証券取引所（現株式会社大阪証券取引所。以下「大阪証券取引所」とい

います。）の市場第一部に上場し、その後、昭和 46 年には東京証券取引所（現株式会社東京証券取引

所。以下「東京証券取引所」といいます。）の市場第一部への上場を果たしました。 

対象者の現在の主力製品である工作機械については、長年の実績に基づく知識と技能を駆使して顧

客の信頼を獲得しています。とりわけ立旋盤の分野においては、独自技術による専門性の高い丁寧な

製品づくりで、市場から高い評価を得ております。 

 

しかしながら、近年の対象者グループの事業を取り巻く環境は、顧客の設備投資意欲の減退、企業

間競争の激化等、厳しい状況が続いております。 

対象者は、このような中、平成 22 年４月から平成 25 年３月までの「第四次中期経営計画（ＡＧＧ

ＲＥＳＳＩＶＥ－21Ⅳ）」を策定し、海外生産や海外調達の推進や、海外販売の推進を中心とする営業

戦略、立旋盤のフルライン化や新規マーケットへ対応する製品開発の強化等を最重要課題に掲げ、平

成 22 年７月の台湾におけるＴＡＩＷＡＮ Ｏ－Ｍ ＣＯ．，ＬＴＤの設立等により、海外生産や海外調

達の推進によるコスト競争力の強化を図るとともに、中国をはじめインドやＡＳＥＡＮ地域の新興諸

国向けの廉価型汎用機械、インフラ投資が急拡大する新興諸国を主なターゲットとする原子力・風力

発電、航空機、建設機械等、事業活動を支える産業インフラ向けの中・大型立旋盤等の販売拡大に努

めております。 

しかしながら、かかる競争力強化や販売拡充をより推進するためには、さらなる新興諸国における

生産拠点の確立や市場拡大のための販路開拓が必要であるほか、新規マーケットへ対応するための製

品等の開発についても強化が必要な状況となっております。 

 

他方、近年の当社グループを取り巻く環境も、依然としてデフレ圧力が根深く残り、設備投資や個
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人消費が徐々に改善しつつあるものの、急激な円高の進行と世界経済の減速の影響を受け引き続き厳

しい状況が続いております。 

こうした状況下にあって、当社グループは、平成21年４月から、ＩＴインフラ流通事業を新しい中

核分野に加え、当社グループの事業ポートフォリオの革新によるさらなる成長戦略を実行することを

主題とする中期経営計画「ニューステージ 21」第三次計画（平成 21 年４月～平成 24 年３月）（以下

「本中期経営計画」といいます。）をスタートさせ、上記のとおり、平成 21 年７月の繊維事業を統括

する中間持株会社（大和紡績株式会社）の設立とダイワボウホールディングス株式会社への商号変更

をそれぞれ実行して、当社グループの経営体制を拡充したほか、国際市場を視野に入れた事業戦略の

構築、連結収益力の向上を目指すとともにニーズの変化に対応した新規商材・商流の開発を強化し、

市場創造に努めてまいりました。 

また、当社は、平成 23 年４月に迎える「創立 70 周年」を機に、また、第 101 期連結会計年度（平

成 23 年４月～平成 24 年３月）が本中期経営計画の最終事業年度でもあることから、今後のあるべき

当社グループの成長戦略について検討を進めてまいりました。 

 

このような中、当社と対象者は、平成 22 年 10 月以降、両社の連携強化に向けて具体的な協議・検

討を重ねてまいりました。 

その結果、当社が対象者を完全子会社化し、両社の連携を強化することによって、当社は、(i)当社

グループにおいては、ＩＴインフラ流通事業と繊維事業に加えて、対象者の産業インフラ事業を第三

の柱とすることによってグループ各社との緊密な戦略的連携によるグローバル市場での事業拡大が加

速し、資本財（工作機械）から生産財・消費財の生産・販売までを手掛けることで景気変動に対する

対応力の向上と安定した収益構造の確立を実現させることが可能となり、(ii)他方、対象者において

も、下記①ないし③記載の事業上のシナジー効果の享受のほか、迅速かつ柔軟な意思決定の実現が可

能となり、(iii)さらには両社にとって、これら両社におけるシナジーを最大限に発揮すべく、効率的

な事業展開を進めるための経営資源の最適配分を図ることができると判断し、本日、当社による対象

者の完全子会社化に向けた公開買付けの実施を決定いたしました。 

① 当社グループのインドネシア、中国、ブラジルにおける生産・販売拠点等の経営インフラや、

当社グループ進出国の政府、有力地元企業等との緊密なつながり等、当社グループが長年培っ

てきた海外事業に係るノウハウ等の強みを有効活用することで、対象者の「第四次中期経営計

画（ＡＧＧＲＥＳＳＩＶＥ-21Ⅳ）」の経営ビジョンに掲げる海外事業展開を迅速かつ効率的に

実行することができるものと考えられます。特に、新興諸国では電力網や高速鉄道・道路整備

等の産業インフラ投資が相次いでおり、対象者が当社グループへ加わることにより、対象者が

得意とする大型立旋盤の輸出拡大や新興国における生産拠点の確立と販売網の構築を迅速に推

進することができるものと考えられます。 

② 当社グループのＩＴ技術と対象者における機械製造技術の融合によって、製品やシステムの統

合・集積が容易となり、新たな機能を有する高付加価値商品の開発が可能と考えられます。新

規需要が見込まれる成長領域を攻略するには、さらなる技術開発と商品開発が必要となります

が、その鍵となる当社グループのＩＴ技術と、対象者の長年の実績に基づく機械製造技術の融

合により、制御システム・アプリケーション開発、モニタリング分析、通信インフラ等の技術

を駆使した顧客満足度の高い工作機械や自動包装機械の開発を目指します。 

③ 当社グループの取引先は、最先端のＩＴ企業や対象者の事業と密接に関連する機械製造業、金

属加工業、医薬品製造業、飲料製造業など多岐にわたり、取引先との連携により、市場動向や

顧客ニーズの把握に努めることにより、新商品の開発や既存商品の新規分野への事業展開など

対象者の新たな事業機会も創出が期待できるものと考えられます。 

 

今後は、本中期経営計画における「ハードとソフトの融合により、21 世紀の新たな生活文化の提案

と人に優しい地球環境への貢献を使命とするパイオニア集団を目指す」という当社グループの経営理

念のもと、対象者を加えた当社グループ各社の相互のシナジーを追求し、当社グループの企業価値の
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向上を図ります。また、当社は、本公開買付けは、ＩＴ関連の「情報インフラ」及び繊維関連の「生

活インフラ」に、「産業インフラ」を加えることで、対象者を加えた当社グループとして「社会インフ

ラ」の領域で、顧客満足を追求し、地球環境との共生と持続可能な社会の創造への貢献に資するもの

と考えております。 

 

（３）本公開買付け後の経営方針 

当社は、現時点において本公開買付け後においても対象者の役員体制を基本的に維持する意向であ

り、また、本公開買付け後も対象者の従業員の雇用及び処遇を維持継続する予定ですが、本公開買付

け後における対象者の現役員の地位の継続や従業員の雇用及び処遇の維持継続に関して、対象者の現

役員及び対象者との間で、何らの合意もしておりません。 

当社は、本公開買付け後も、当社及び対象者双方の企業価値の向上のため、完全親会社として、対

象者とのコミュニケーションを一層深め、対象者を加えた当社グループの企業価値の最大化に向け、

従来にも増して、グループとして一体性のある事業戦略を展開してまいりたいと考えております。 

 

（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）  

当社は、上記「（１）本公開買付けの概要」に記載のとおり、対象者の発行済株式の全て（但し、当

社が所有する対象者株式及び対象者が所有する自己株式を除きます。）を取得する方針であり、本公開

買付けにより、当社が対象者の発行済株式の全て（但し、当社が所有する対象者株式及び対象者が所

有する自己株式を除きます。）を取得できなかった場合には、当社は、本公開買付け後に対象者との間

で、当社を完全親会社、対象者を完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行

うことにより、当社が対象者の発行済株式の全て（但し、当社が所有する対象者株式を除きます。）を

取得し、平成23年10月１日を目処に対象者を当社の完全子会社とすることを企図しております。 

本株式交換においては、当社を除く対象者の株主が所有する対象者株式の対価として当社の株式を

割当て交付することを予定しており、当社の株式１株以上を割り当てられた対象者の株主は、当社の

株主となります。なお、本株式交換は、会社法（平成 17 年法律第 86 号。その後の改正を含みます。

以下同じ。）第796条第３項本文に定める簡易株式交換により、当社における株主総会の決議による承

認を受けずに実施される可能性があります。また、本株式交換は、会社法第 784 条第１項本文に定め

る略式株式交換により、対象者における株主総会の決議による承認を受けずに実施される可能性があ

ります。 

本株式交換における株式交換比率は、当社と対象者それぞれの株主の利益に十分配慮して、最終的

には当社と対象者が協議・合意の上、決定いたしますが、本株式交換により当社を除く対象者の株主

が受け取る対価（当社の株式。但し、当社株式の１株未満の端数を割当てられた場合は、当該端数売

却代金の分配となります。以下同じ。）を決定するに際しての対象者株式の評価は、本公開買付価格と

同一の価格を基準にする予定です。 

なお、対象者によれば、対象者は、本公開買付けの終了日以降、本株式交換の効力発生までの間に、

自らが所有する対象者株式の全てを消却する予定とのことです（平成22年12月31日現在の対象者の

所有する自己株式数は 1,629,512 株であり、当該自己株式数の株式所有割合は 4.91％（小数点以下第

三位四捨五入）です。）。 

本株式交換に際しては、完全子会社となる対象者の株主は、会社法の手続に従い、対象者に対して

株式買取請求を行うことができます。 

なお、上記手続については関係法令の改正や関係法令についての当局の解釈等の状況、本公開買付

け後の当社の株券等所有割合、当社以外の対象者株主による対象者株式の所有状況等によっては、そ

の実施の時期又は完全子会社化の方法に変更が生じる可能性があります。但し、その場合であっても、

当社を除く対象者の株主が受け取る対価を決定するに際しての対象者株式の評価（対価が金銭の場合

は当社を除く対象者の株主に交付される金銭の額）は、本公開買付価格と同一の価格を基準にする予

定です。本株式交換の内容又は完全子会社化の方法に変更があった場合の変更の内容については、対

象者と協議の上、決定次第速やかに公表いたします。 
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（５）上場廃止となる見込み及びその事由 

対象者の普通株式は、現在、東京証券取引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部に上場され

ています。 

しかしながら、当社は本公開買付けにおいて買付予定数の上限を設定していないため、本公開買付

けの結果次第では、対象者の株式は、上場されている上記各取引所の上場廃止基準に従い、所定の手

続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付けの完了時点で当該基準に該当しない

場合でも、その後上記「（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事

項）」に記載のとおり、本株式交換により、当社は対象者を完全子会社化することを企図していますの

で、その場合、対象者の株式は上記各取引所の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止とな

ります。なお、上場廃止後は、対象者の株式を上記各取引所において取引することができなくなりま

す。 

 

（６）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付け

の公正性を担保するための措置 

対象者は、本日現在において当社の子会社ではありませんが、当社は対象者の普通株式 8,969,000

株（株式所有割合：27.02％）を所有し、対象者を持分法適用関連会社としていることから、当社及び

対象者は、本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公

開買付けの公正性を担保するための措置として、以下の措置を採っております。 

① 公開買付者における措置 

(a)本公開買付価格の公正性についての検討 

当社は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社（以下「三菱ＵＦＪモルガン・スタ

ンレー証券」といいます。）及び野村證券株式会社（以下「野村證券」といいます。）を本公開

買付けのためのフィナンシャル・アドバイザーに任命し、本公開買付価格を決定するに際して

参考にするため、当社及び対象者とは独立した第三者算定機関としてのフィナンシャル・アド

バイザーである野村證券に対し、対象者の株式価値の算定を依頼しました。なお、三菱ＵＦＪ

モルガン・スタンレー証券及び野村證券は、当社の関連当事者には該当せず、本公開買付けに

関して重要な利害関係を有しません。野村證券は、市場株価平均法、類似会社比較法及びディ

スカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）の各手法を用いて対

象者の株式価値の算定を行い、当社は野村證券から平成 23 年２月３日に対象者の株式価値の算

定結果について報告を受け、当該算定結果を記載した株式価値算定書を取得いたしました。上

記各手法において算定された対象者の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下のとお

りです。 

市場株価平均法 274円から363円 

類似会社比較法 490円から826円 

ＤＣＦ法    478円から590円 

まず市場株価平均法では、平成 23 年２月２日を基準日として、東京証券取引所市場第一部に

おける対象者の普通株式の基準日終値（363 円）、直近１週間の終値平均値（355 円）、直近１ヶ

月の終値平均値（343 円）、直近３ヶ月の終値平均値（306 円）及び直近６ヶ月の終値平均値

（274 円）を基に、普通株式１株当たりの価値の範囲を 274 円から 363 円までと分析しておりま

す。 

次に類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場企業の市場株価や収

益性等を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値を評価し、普通株式１株当たりの

価値の範囲を490円から826円までと分析しております。 

最後にＤＣＦ法では、対象者の事業計画、対象者とのマネジメントインタビュー、直近まで

の業績の動向、一般に公開された情報等の諸要素を考慮した平成 23 年３月期以降の対象者の将

来の収益予想に基づき、対象者が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを一

定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析し、普通株式１株当たりの価値
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の範囲を478円から590円までと分析しております。 

当社は、野村證券から取得した株式価値算定書に記載された各手法の内容・結果を参考とし

て、本公開買付価格について検討しました。検討にあたっては野村證券による算定結果に加え、

対象者に対するデュー・ディリジェンスの結果、対象者株式の市場株価動向、対象者による本

公開買付けへの賛同の可否、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例において

公開買付価格決定の際に付与されたプレミアムの実例及び本公開買付けに対する応募数の見通

し等を総合的に勘案し、対象者との協議・交渉の結果等を踏まえ、最終的に平成 23 年２月４日

開催の取締役会において、本公開買付価格を１株当たり 540 円と決定いたしました（なお、当

社は、本公開買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりませ

ん）。 

本公開買付価格は、平成 23 年２月３日の東京証券取引所市場第一部における対象者株式の普

通取引終値の 368 円に対して 46.7％（小数点以下第二位四捨五入、以下本項の％の数値におい

て同じ。）、過去１ヶ月間（平成 23 年１月４日から平成 23 年２月３日）の終値の単純平均値 344

円（小数点以下四捨五入、以下本項の円の数値において同じ。）に対して 57.0％、過去３ヶ月間

（平成22年 11月４日から平成23年２月３日）の終値の単純平均値307円に対して75.9％、過

去６ヶ月間（平成 22 年８月４日から平成 23 年２月３日）の終値の単純平均値 275 円に対して

96.4％のプレミアムをそれぞれ加えた金額になります。 

(b)公開買付期間を比較的長期に設定 

当社は、公開買付期間について、法令に定められた最短期間が 20 営業日であるところ、30 営

業日としております。このように公開買付期間を比較的長期に設定することにより、対象者株

主の皆様に本公開買付けに対する応募につき適切な判断機会を確保しつつ、当社以外の者にも

買付け等をする機会を確保し、もって本公開買付けの公正性を担保しています。 

なお、当社及び対象者は、対象者が当社の対抗者となり得る者と接触することを禁止するよ

うな合意は一切行っておりません。 

 

② 対象者における措置 

(a)価格の公正性についての検討 

対象者によれば、対象者は、本公開買付価格の公正性を判断するにあたり、その参考資料と

して当社及び対象者から独立した第三者算定機関であるみずほ証券株式会社（以下「みずほ証

券」といいます。）より、株式価値算定書を平成 23 年２月３日付で取得したとのことです（な

お、みずほ証券からは、本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は

取得していないとのことです。）。対象者によれば、みずほ証券は、市場株価基準法、類似会社

比較法及びＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行ったとのことであり、上記

各手法において算定された対象者株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下のとおりとのこ

とです。 

（ⅰ）市場株価基準法 

平成 23 年２月２日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における対象者株式の

基準日終値（363 円）、直近１週間の終値の単純平均値（355 円）、直近１ヶ月の終値の

単純平均値（343 円）、直近３ヶ月の終値の単純平均値（306 円）及び直近６ヶ月の終値

の単純平均値（274 円）を基に、１株当たりの価値の範囲を 274 円から 363 円までと算定

したとのことです。 

（ⅱ）類似会社比較法 

対象者と事業内容等が類似する上場会社（以下「類似会社」といいます。）を複数選定

し、類似会社に係る一定の株価等に対する財務数値の倍率を、対象者の財務数値に適用し

て株式価値を評価し、１株当たりの価値の範囲を495円から564円と算定したとのことで

す。 

（ⅲ）ＤＣＦ法 

対象者が将来獲得することが期待されるキャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値
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に割引くことにより対象者の株式価値を評価し、１株当たりの価値の範囲を 475 円から

583円と算定したとのことです。 

なお、みずほ証券は、当社及び対象者の関連当事者に該当せず、本公開買付けに関して記載

すべき重要な利害関係を有していないとのことです。 

またＤＣＦ法による算定の基礎として対象者がみずほ証券、三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券及び野村證券に提出した利益計画には、大幅な増益を見込んでいる事業年度がありま

す。対象者によれば、これは、平成 22 年５月７日に対象者が開示した平成 22 年４月から平成

25 年３月までの「第四次中期経営計画（ＡＧＧＲＥＳＳＩＶＥ－21Ⅳ）」において最重要施策

として掲げ、平成 22 年９月 13 日に対象者が開示した「ＣＮＣ立旋盤の海外生産開始につい

て」において進捗を開示している、海外生産、海外調達の推進と海外売上高の拡大が期待でき

ると考えたためとのことです。このため、平成 24 年３月期以降は、当該中期経営計画に掲げた

目標数値より増益を見込んでいるとのことです。  

(b)独立した法律事務所からの助言 

対象者によれば、対象者は、意思決定過程における公正性を確保するための措置及び利益相

反を回避するための措置として、当社及び対象者から独立したリーガルアドバイザーとして北

浜法律事務所・外国法共同事業を選任し、本公開買付けの諸手続を含む取締役会の意思決定の

過程、意思決定の方法その他の法的留意点に関して、必要な法的助言を得たとのことです。 

(c)利害関係のない取締役及び監査役全員による承認 

対象者によれば、当社の代表取締役会長を兼任する対象者の監査役である菅野 肇は、利益相

反の疑いを回避する観点から、平成 23 年２月４日開催の対象者取締役会を含む本公開買付けに

関する全ての審議に参加していないとのことです。また、当該取締役会においては、対象者取

締役の全員の賛成により、本公開買付けに賛同し、対象者の株主が本公開買付けに応募するこ

とを勧める旨を決議したとのことであり、当社の代表取締役会長を兼任する対象者の監査役で

ある菅野 肇以外の対象者監査役全員が当該取締役会に参加し、対象者取締役会が上記意見を表

明することにつき異議がない旨の意見を述べたとのことです。 

なお、対象者によれば、対象者は、本公開買付けの決済後である平成 23 年３月 31 日を基準

日とする期末配当を行った場合、本公開買付けに応募する株主の皆様と応募しない株主の皆様

との間に経済的効果の差異を生じる可能性があることから、平成 23 年２月４日開催の対象者取

締役会において、平成 23 年３月期の配当予想を修正し、本公開買付けが成立することを条件に、

平成23年３月期の剰余金の配当（期末配当）を行わないことを決議したとのことです。 

 

（７）公開買付者と対象者の株主との間における本公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項 

該当事項はありません。 

 

２．買付け等の概要 

（１）対象者の概要 

① 名 称 株式会社オーエム製作所 

② 所 在 地 大阪市淀川区宮原３丁目５番24号（新大阪第一生命ビル８階） 

③ 代表者の役職・氏名 取締役社長 山村 英司 

④ 
事 業 内 容 

一般機械の製造販売事業、鋳造品の製造販売事業、その他事業（レジャー

関連） 

⑤ 資 本 金 1,660百万円（平成22年12月31日現在） 

⑥ 設 立 年 月 日 昭和24年７月１日 

⑦ 大株主及び持株比率 ダイワボウホールディングス株式会社 27.01％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 9.66％ 

株式会社オーエム製作所 4.91％ 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 3.10％ 
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株式会社北越銀行 3.01％ 

株式会社山陰合同銀行  

（常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会社） 3.01％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2.13％ 

オーエム協力会社持株会 1.50％ 

住友生命保険相互会社 

（常任代理人 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社） 1.43％ 

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカウント 

（常任代理人 ゴールドマン・サックス証券株式会社） 1.20％ 

（平成22年９月30日現在）

⑧ 上場会社と対象者の関係 

 

 

 

資 本 関 係 
当社は対象者の発行済株式総数の 27.02％に相当する 8,969,000 株を保有

しております。 

 

 

 

人 的 関 係 
当社の代表取締会長である菅野 肇は、対象者の監査役を兼任しておりま

す。 

 

 

 

取 引 関 係 当社と対象者との間には、記載すべき取引関係はありません。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

対象者は当社の持分法適用関連会社であり、当社の関連当事者に該当しま

す。 

 

（２）日程等 

① 日程 

取締役会決議日 平成23年２月４日（金曜日） 

公開買付開始公告日 

平成23年２月７日（月曜日） 

電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。 

（電子公告アドレス http://info.edinet-fsa.go.jp/） 

公開買付届出書提出日 平成23年２月７日（月曜日） 

 

 

② 届出当初の買付け等の期間 

平成23年２月７日（月曜日）から平成23年３月22日（火曜日）まで（30営業日） 

 

③ 対象者の請求に基づく延長の可能性の有無 

該当事項はありません。 

 

（３）買付け等の価格 

普通株式 １株につき金540円 

 

（４）買付け等の価格の算定根拠等 

① 算定の基礎 

当社は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券及び野村證券を本公開買付けのためのフィナンシャ

ル・アドバイザーに任命し、本公開買付価格を決定するに際して参考にするため、当社及び対象者と

は独立した第三者算定機関としてのフィナンシャル・アドバイザーである野村證券に対し、対象者の



 - 9 -

株式価値の算定を依頼しました。野村證券は、市場株価平均法、類似会社比較法及びＤＣＦ法の各手

法を用いて対象者の株式価値の算定を行い、当社は野村證券から平成 23 年２月３日に対象者の株式

価値の算定結果について報告を受け、当該算定結果を記載した株式価値算定書を取得いたしました。

上記各手法において算定された対象者の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下のとおりで

す。 

 

市場株価平均法 274円から363円 

類似会社比較法 490円から826円 

ＤＣＦ法    478円から590円 

 

まず市場株価平均法では、平成 23 年２月２日を基準日として、東京証券取引所市場第一部におけ

る対象者の普通株式の基準日終値（363 円）、直近１週間の終値平均値（355 円）、直近１ヶ月の終値

平均値（343 円）、直近３ヶ月の終値平均値（306 円）及び直近６ヶ月の終値平均値（274 円）を基に、

普通株式１株当たりの価値の範囲を274円から363円までと分析しております。 

 

次に類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場企業の市場株価や収益性等

を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値を評価し、普通株式１株当たりの価値の範囲を

490円から826円までと分析しております。 

 

最後にＤＣＦ法では、対象者の事業計画、対象者とのマネジメントインタビュー、直近までの業績

の動向、一般に公開された情報等の諸要素を考慮した平成 23 年３月期以降の対象者の将来の収益予

想に基づき、対象者が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在

価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析し、普通株式１株当たりの価値の範囲を 478 円から 590

円までと分析しております。 

 

当社は、野村證券から取得した株式価値算定書に記載された各手法の内容・結果を参考として、本

公開買付価格について検討しました。検討にあたっては野村證券による算定結果に加え、対象者に対

するデュー・ディリジェンスの結果、対象者株式の市場株価動向、対象者による本公開買付けへの賛

同の可否、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例において公開買付価格決定の際に

付与されたプレミアムの実例及び本公開買付けに対する応募数の見通し等を総合的に勘案し、対象者

との協議・交渉の結果等を踏まえ、最終的に平成 23 年２月４日開催の取締役会において、本公開買

付価格を１株当たり540円と決定いたしました（なお、当社は、本公開買付価格の公正性に関する評

価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません）。 

 

本公開買付価格は、平成 23 年２月３日の東京証券取引所市場第一部における対象者株式の普通取

引終値の 368 円に対して 46.7％（小数点以下第二位四捨五入、以下本項の％の数値において同じ。）、

過去１ヶ月間（平成23年１月４日から平成23年２月３日）の終値の単純平均値344円（小数点以下

四捨五入、以下本項の円の数値において同じ。）に対して 57.0％、過去３ヶ月間（平成 22 年 11 月４

日から平成 23 年２月３日）の終値の単純平均値 307 円に対して 75.9％、過去６ヶ月間（平成 22 年

８月４日から平成 23 年２月３日）の終値の単純平均値 275 円に対して 96.4％のプレミアムをそれぞ

れ加えた金額になります。 

 

② 算定の経緯 

(本公開買付価格の決定に至る経緯) 

近年の対象者グループの事業を取り巻く環境は、顧客の設備投資意欲の減退、企業間競争の激化等、

厳しい状況が続いております。 

対象者は、このような中、「第四次中期経営計画（ＡＧＧＲＥＳＳＩＶＥ－21Ⅳ）」を策定し、海外
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生産や海外調達の推進によるコスト競争力の強化を図るとともに、新興諸国向けの廉価型汎用機械、

新興諸国を主なターゲットとする産業インフラ向けの中・大型立旋盤等の販売拡大に努めております。 

しかし、かかる競争力強化や販売拡充をより推進するためには、さらなる新興諸国における生産拠

点の確立と販路開拓が必要であるほか、新規マーケット向けの製品開発強化が必要な状況となってお

ります。 

他方、近年の当社グループを取り巻く環境も、依然としてデフレ圧力が根深く残り、設備投資や個

人消費が徐々に改善しつつあるものの、急激な円高の進行と世界経済の減速の影響を受け引き続き厳

しい状況が続いております。こうした状況下にあって、当社グループは、当社グループの事業ポート

フォリオの革新によるさらなる成長戦略の実行、国際市場を視野に入れた事業戦略の構築、連結収益

力の向上を目指すとともにニーズの変化に対応した新規商材・商流の開発を強化し、市場創造に努め

てまいりました。 

このような中、当社は、今後のあるべき当社グループの成長戦略について検討を進める中で、平成

22年10月以降、対象者との間で連携強化に向けて具体的な協議を重ねてまいりました。 

その結果、当社が対象者を完全子会社化し、両社の連携を強化することによって、当社は、(i)当

社グループにおいては、ＩＴインフラ流通事業と繊維事業に加えて、対象者の産業インフラ事業を第

三の柱とすることによってグループ各社との緊密な戦略的連携によるグローバル市場での事業拡大が

加速し、資本財（工作機械）から生産財・消費財の生産・販売までを手掛けることで景気変動に対す

る対応力の向上と安定した収益構造の確立を実現させることが可能となり、(ii)他方、対象者におい

ても、①当社グループの海外事業に係るノウハウ等の強みの有効活用による迅速・効率的な海外事業

展開の実行、②当社グループのＩＴ技術と対象者の機械製造技術の融合による高付加価値商品の開発、

③当社グループの多岐にわたる取引先との連携による新商品の開発や既存商品の新規分野への事業展

開など新たな事業機会の創出、並びに④迅速かつ柔軟な意思決定の実現が可能となり、(iii)さらに

は両社にとって、これらのシナジーを最大限に発揮すべく、効率的な事業展開を進めるための経営資

源の最適配分を図ることができると判断し、平成 23 年２月４日付で、本公開買付けの実施を決定し、

以下の経緯により、本公開買付価格について決定いたしました。 

 

 （ⅰ） 算定の際に意見を聴取した第三者の名称 

当社は本公開買付価格を決定するにあたり、当社及び対象者とは独立した第三者算定機関とし

て、フィナンシャル・アドバイザーに野村證券を選定して、平成22年12月に対象者の株式価値の

算定を依頼し、野村證券より株式価値算定書を平成23年２月３日に取得しております。 

 

 （ⅱ） 当該意見の概要 

野村證券は、市場株価平均法、類似会社比較法及びＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の株式価

値算定を行っており、各手法において算定された対象者の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれ

ぞれ以下のとおりです。 

 

市場株価平均法 274円から363円 

類似会社比較法 490円から826円 

ＤＣＦ法    478円から590円 

 

 （ⅲ） 当該意見を踏まえて買付価格を決定するに至った経緯 

当社は、野村證券から取得した株式価値算定書に記載された各手法の内容・結果を参考として、

本公開買付価格について検討しました。検討にあたっては野村證券による算定結果に加え、対象者

に対するデュー・ディリジェンスの結果、対象者株式の市場株価動向、対象者による本公開買付け

への賛同の可否、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例において公開買付価格決

定の際に付与されたプレミアムの実例及び本公開買付けに対する応募数の見通し等を総合的に勘案

し、対象者との協議・交渉の結果等を踏まえ、最終的に平成 23 年２月４日開催の取締役会におい
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て、本公開買付価格を１株当たり540円と決定いたしました（なお、当社は、本公開買付価格の公

正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません）。 

 

(対象者における本公開買付価格の公正性を担保するための措置) 

(a)価格の公正性についての検討 

他方、対象者によれば、対象者は、本公開買付価格の公正性を判断するにあたり、その参考資料と

して当社及び対象者から独立した第三者算定機関であるみずほ証券より、株式価値算定書を平成 23

年２月３日付で取得したとのことです（なお、みずほ証券からは、本公開買付価格の公正性に関する

意見（フェアネス・オピニオン）は取得していないとのことです。）。対象者によれば、みずほ証券は、

市場株価基準法、類似会社比較法及びＤＣＦ法の各手法を用いて対象者の株式価値の算定を行ったと

のことであり、上記各手法において算定された対象者株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下の

とおりとのことです。 

（ⅰ）市場株価基準法 

平成 23 年２月２日を基準日として、東京証券取引所市場第一部における対象者株式の基準

日終値（363 円）、直近１週間の終値の単純平均値（355 円）、直近１ヶ月の終値の単純平均

値（343 円）、直近３ヶ月の終値の単純平均値（306 円）及び直近６ヶ月の終値の単純平均値

（274 円）を基に、１株当たりの価値の範囲を 274 円から 363 円までと算定したとのことです。 

（ⅱ）類似会社比較法 

類似会社を複数選定し、類似会社に係る一定の株価等に対する財務数値の倍率を、対象者の

財務数値に適用して株式価値を評価し、１株当たりの価値の範囲を495円から564円と算定し

たとのことです。 

（ⅲ）ＤＣＦ法 

対象者が将来獲得することが期待されるキャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割

引くことにより対象者の株式価値を評価し、１株当たりの価値の範囲を475円から583円と算

定したとのことです。 

なお、みずほ証券は、当社及び対象者の関連当事者に該当せず、本公開買付けに関して記載すべき

重要な利害関係を有していないとのことです。 

またＤＣＦ法による算定の基礎として対象者がみずほ証券、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券

及び野村證券に提出した利益計画には、大幅な増益を見込んでいる事業年度があります。対象者によ

れば、これは、平成 22 年５月７日に対象者が開示した平成 22 年４月から平成 25 年３月までの「第

四次中期経営計画（ＡＧＧＲＥＳＳＩＶＥ－21Ⅳ）」において最重要施策として掲げ、平成 22 年９

月 13 日に対象者が開示した「ＣＮＣ立旋盤の海外生産開始について」において進捗を開示している、

海外生産、海外調達の推進と海外売上高の拡大が期待できると考えたためとのことです。このため、

平成 24 年３月期以降は、当該中期経営計画に掲げた目標数値より増益を見込んでいるとのことです。  

 

(b)独立した法律事務所からの助言 

対象者によれば、対象者は、意思決定過程における公正性を確保するための措置及び利益相反を回

避するための措置として、当社及び対象者から独立したリーガルアドバイザーとして北浜法律事務

所・外国法共同事業を選任し、本公開買付けの諸手続を含む取締役会の意思決定の過程、意思決定の

方法その他の法的留意点に関して、必要な法的助言を得たとのことです。 

 

(c)利害関係のない取締役及び監査役全員による承認 

対象者によれば、当社の代表取締役会長を兼任する対象者の監査役である菅野 肇は、利益相反の

疑いを回避する観点から、平成 23 年２月４日開催の対象者取締役会を含む本公開買付けに関する全

ての審議に参加していないとのことです。また、当該取締役会においては、対象者取締役の全員の賛

成により、本公開買付けに賛同し、対象者の株主が本公開買付けに応募することを勧める旨を決議し

たとのことであり、当社の代表取締役会長を兼任する対象者の監査役である菅野 肇以外の対象者監
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査役全員が当該取締役会に参加し、対象者取締役会が上記意見を表明することにつき異議がない旨の

意見を述べたとのことです。 

 

③ 算定機関等との関係 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券及び野村證券は、当社の関連当事者には該当せず、本公開買

付けに関して重要な利害関係を有しません。 

 

（５）買付予定の株券等の数 

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

22,601,488株 6,848,000株 ―株

 （注１） 応募株券等の総数が買付予定数の下限（6,848,000 株）に満たない場合は、応募株券等の全部の

買付け等を行いません。応募株券等の総数が買付予定数の下限（6,848,000 株）以上の場合は、

応募株券等の全部の買付け等を行います。 

 （注２） 本公開買付けを通じて、対象者が所有する自己株式を取得する予定はありません。 

 （注３） 本公開買付けにおいては、買付予定数の上限を設定しておりませんので、買付予定数は、公開買

付者が本公開買付けにより取得する対象者の株券等の最大数である 22,601,488 株を記載してお

ります。なお、当該最大数は、対象者の平成 22 年 11 月 12 日提出の第 88 期第２四半期報告書

に記載された平成 22 年 11 月 12 日現在の発行済株式総数（33,200,000 株）から、平成 22 年 12

月 31 日現在の対象者の所有する自己株式の数（1,629,512 株）及び公開買付者が本日現在所有

する対象者株式の数（8,969,000株）を控除した株式数（22,601,488株）です。 

（注４） 買付予定数の下限は、対象者の平成22年 11月 12日提出の第88期第２四半期報告書に記載され

た平成 22 年 11 月 12 日現在の発行済株式総数（33,200,000 株）から、平成 22 年 12 月 31 日現

在の対象者の所有する自己株式の数（1,629,512 株）を控除した株式数（31,570,488 株）の

50.10％に相当する株式数（15,816,815 株（小数点以下切り上げ））から公開買付者が本日現在

所有する対象者株式数（8,969,000 株）を控除した株式数（6,847,815 株）の単元未満に係る数

を切り上げた株式数（6,848,000株）です。  

 （注５） 単元未満株式も、本公開買付けの対象となります。 

 （注６） 会社法に従って株主による単元未満株式買取請求権が行使された場合には、対象者は法令の手続

に従い公開買付期間中に自己の株式を買い取ることがあります。 

 

（６）買付け等による株券等所有割合の異動 

買付け等前における公開買付者の 

所有株券等に係る議決権の数 
8,969個 （買付け等前における株券等所有割合28.41％）

買付け等前における特別関係者の

所有株券等に係る議決権の数 
86個 （買付け等前における株券等所有割合0.27％） 

買 付 予 定 の 株 券 等 に 係 る 

議 決 権 の 数 
22,601個

（買付け等後における株券等所有割合 

100.00％） 

対象者の総株主の議決権の数 31,371個

（注１） 「買付予定の株券等に係る議決権の数」は、本公開買付けにおける買付予定数（22,601,488

株）に係る議決権の数を記載しております。 

 （注２） 「買付け等前における特別関係者の所有株券等に係る議決権の数」は、各特別関係者が所有す

る株券等に係る議決権の数の合計を記載しております。なお、各特別関係者の所有株券等（対

象者が所有する自己株式を除きます。）も本公開買付けの対象としているため、「買付け等後に

おける株券等所有割合」の計算においては、「買付け等前における特別関係者の所有株券等に係

る議決権の数」は分子に加算しておりません。 
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 （注３） 「対象者の総株主の議決権の数」は、対象者の平成22年11月12日提出の第88期第２四半期報

告書に記載された平成 22 年９月 30 日現在の総株主の議決権の数です。 但し、本公開買付けに

おいては、対象者の発行している全ての株式（但し、対象者が所有する自己株式及び公開買付

者が所有する対象者株式を除きます。）を本公開買付けの対象としているため、「買付け等前に

おける株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」の計算においては、上記

四半期報告書に記載された平成 22 年 11 月 12 日現在の対象者の発行済株式総数（33,200,000

株）から、平成 22 年 12 月 31 日現在の対象者の所有する自己株式の数（1,629,512 株）を控除

した株式数（31,570,488 株）に係る議決権の数（31,570 個）を分母として計算しております

（なお、対象者の単元株式数は1,000株です。）。 

 （注４） 「買付け等前における株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」は、小数点

以下第三位を四捨五入しております。 

  
（７）買付代金   12,204,803,520円 

（注）買付代金は、買付予定数（22,601,488株）に本公開買付価格（540円）を乗じた金額を記載して

おります。 

 

（８）決済の方法 

① 買付け等の決済をする証券会社・銀行等の名称及び本店の所在地 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社    東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 

 

② 決済の開始日 

平成23年３月29日（火曜日） 

 

③ 決済の方法 

公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を本公開買付けに係る株券等

の売付け等の申込みをされる方（以下「応募株主等」といいます。）（外国人株主の場合はその常任代

理人）の住所又は所在地宛に郵送します。 

買付けは、現金にて行います。買付けられた株券等に係る売却代金は、応募株主等（外国人株主の

場合はその常任代理人）の指示により、決済の開始日以後遅滞なく、公開買付代理人から応募株主等

（外国人株主の場合はその常任代理人）の指定した場所へ送金します。 

 

④ 株券等の返還方法 

下記「（９） その他買付け等の条件及び方法」の「①金融商品取引法第27条の13第４項各号に掲

げる条件の有無及び内容」及び「②公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の

方法」に記載の条件に基づき応募株券等の全部を買付けないこととなった場合には、決済の開始日

（本公開買付けの撤回等を行った場合は撤回等を行った日）以後速やかに、返還すべき株券等を応募

が行われた直前の記録に戻すことにより返還します。 

 

（９）その他買付け等の条件及び方法 

① 金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号。その後の改正を含みます。以下「法」といいます。）第 27

条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容 

応募株券等の総数が買付予定数の下限（6,848,000 株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買

付け等を行いません。応募株券等の総数が買付予定数の下限（6,848,000 株）以上の場合は、応募株

券等の全部の買付け等を行います。 

 

② 公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法 

金融商品取引法施行令（昭和 40 年政令第 321 号。その後の改正を含みます。以下「令」といいま
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す。）第14条第１項第１号イ乃至リ、ヲ乃至ソ、第２号、第３号イ乃至チ及びヌ、第４号、第５号並

びに同条第２項第３号乃至第６号に定める事情のいずれかが発生した場合は、本公開買付けの撤回等

を行うことがあります。 

なお、公開買付期間（延長した場合を含みます。）満了の日の前日までに、私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。その後の改正を含みます。以下「独占禁止法」

といいます。）第10条第２項に基づく公正取引委員会に対する事前届出に対し、(ⅰ)公正取引委員会

から、対象者の株式の全部又は一部の処分や事業の一部の譲渡その他これらに準じる措置を命じる内

容の排除措置命令の事前通知を受けた場合、(ⅱ)独占禁止法に基づく排除措置命令の事前通知を受け

る可能性のある期間が終了しない場合、又は(ⅲ)同法第 10 条第１項の規定に違反する疑いのある行

為をする者として裁判所の緊急停止命令の申立てを受けた場合には、令第 14 条第１項第４号に定め

る事情が生じた場合として、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。 

また、本公開買付けにおいて、令第 14 条第１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事実に

準ずる事実」とは、(ⅰ)対象者が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記

載があり、又は記載すべき重要な事項の記載が欠けていることが判明した場合及び(ⅱ)対象者の重要

な子会社に同号イからリまでに掲げる事実が発生した場合をいいます。 

撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、当該

公告を公開買付期間末日までに行うことが困難である場合には、発行者以外の者による株券等の公開

買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵省令第 38 号。その後の改正を含みます。以下「府

令」といいます。）第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。 

 

③ 買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法 

法第27条の６第１項第１号の規定により、公開買付期間中に対象者が令第13条第１項に定める行

為を行った場合には、府令第 19 条第１項の規定に定める基準に従い、買付け等の価格の引下げを行

うことがあります。買付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本

経済新聞に掲載します。但し、当該公告を公開買付期間末日までに行うことが困難である場合には、

府令第 20 条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。買付け等の価格の引下げ

がなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、引下げ後の買付け等の価格に

より買付け等を行います。 

  

④ 応募株主等の契約の解除権についての事項 

応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも本公開買付けに係る契約を解除することがで

きます。契約の解除をされる場合は、公開買付期間末日の 16 時 00 分までに、下記に指定する者の

本店又は全国各支店に「公開買付応募申込受付票」及び本公開買付けに係る契約の解除を行う旨の

書面（以下「解除書面」といいます。）を交付又は送付して下さい。契約の解除は、解除書面が下記

に指定する者に交付され、又は到達したときに効力を生じます。但し、送付の場合は、解除書面が

公開買付期間末日の16時00分までに下記に指定する者に到達することを条件とします。 

解除書面を受領する権限を有する者 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社    東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 

（その他三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社全国各支店） 

なお、公開買付者は、応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は違約金

の支払いを応募株主等に請求することはありません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開買

付者の負担とします。 

  

⑤ 買付条件等の変更をした場合の開示の方法 

公開買付者は、公開買付期間中、法第27条の６第１項及び令第13条により禁止される場合を除き、

買付条件等の変更を行うことがあります。 

この場合は、その変更の内容等につき電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、
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当該公告を公開買付期間末日までに行うことが困難である場合には、府令第 20 条に規定する方法に

より公表し、その後直ちに公告を行います。買付条件等の変更がなされた場合、当該公告が行われた

日以前の応募株券等についても、変更後の買付条件等により買付け等を行います。 

  

⑥ 訂正届出書を提出した場合の開示の方法 

公開買付者が訂正届出書を関東財務局長に提出した場合（法第27条の８第11項ただし書に規定す

る場合を除きます。）は、直ちに、訂正届出書に記載した内容のうち公開買付開始公告に記載した内

容に係るものを、府令第 20 条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説明書を訂

正し、かつ、既に公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては、訂正した公開買付説明書を

交付して訂正します。但し、訂正の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び

訂正後の内容を記載した書面を作成し、その書面を応募株主等に交付することにより訂正します。 

  

⑦ 公開買付けの結果の開示の方法 

本公開買付けの結果については、公開買付期間末日の翌日に、令第９条の４及び府令第 30 条の２

に規定する方法により公表します。 

  

⑧ その他 

本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて行われるものではなく、

また米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、

電子メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行われるもので

はなく、さらに米国内の証券取引所施設を通じて行われるものでもありません。上記方法・手段によ

り、若しくは上記施設を通じて、又は米国内から本公開買付けに応募することはできません。 

また、本公開買付けに係る公開買付届出書又は関連する買付書類は米国内において若しくは米国に

向けて、又は米国内から、郵送その他の方法によって送付又は配布されるものではなく、かかる送付

又は配布を行うことはできません。上記制限に直接又は間接に違反する本公開買付けへの応募はお受

けしません。 

本公開買付けへの応募に際し、応募株主等（外国人株主の場合はその常任代理人）は公開買付者及

び公開買付代理人に対し、以下の旨の表明及び保証を行うことを求められます。 

応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても、米国に所在して

いないこと。本公開買付けに関するいかなる情報（その写しを含みます。）も、直接間接を問わず、

米国内において若しくは米国に向けて、又は米国内から、これを受領したり送付したりしていないこ

と。買付け若しくは公開買付応募申込書の署名交付に関して、直接間接を問わず、米国の郵便その他

の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、イン

ターネット通信を含みますが、これらに限りません。）又は米国内の証券取引所施設を使用していな

いこと。他の者の裁量権のない代理人又は受託者・受任者として行動する者でないこと（当該他の者

が買付けに関する全ての指示を米国外から与えている場合を除きます。）。 

 

（10）公開買付開始公告日 

平成23年２月７日（月曜日） 

 

（11）公開買付代理人 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社    東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 

 

３．公開買付け後の方針等及び今後の見通し 

（１）公開買付け後の方針等 

本公開買付け後の方針等については、上記「１．買付け等の目的等」をご参照下さい。 
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（２）今後の見通し 

本公開買付けによる今期業績予想への影響は現在精査中であり、今後、業績予想修正の必要性及び公表

すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

４．その他 

（１）公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容 

対象者によれば、対象者は、平成 23 年２月４日開催の対象者取締役会において、本公開買付けの諸

条件を慎重に協議・検討した結果、本公開買付けが対象者の企業価値向上及び株主共同の利益の観点か

ら有益であり、本公開買付価格その他の条件は妥当で、少数株主の利益保護に十分留意されており、対

象者の株主の皆様に対して合理的な株式売却の機会を提供するものであると判断し、本公開買付けに賛

同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様が本公開買付けに応募することを推奨する旨を決議

したとのことです。 

なお、対象者によれば、当社の代表取締役会長を兼任する対象者の監査役である菅野 肇は、利益相

反の疑いを回避する観点から、平成 23 年２月４日開催の対象者取締役会を含む本公開買付けに関する

全ての審議に参加していないとのことです。また、当該取締役会においては、対象者取締役の全員の賛

成により、本公開買付けに賛同し、対象者の株主が本公開買付けに応募することを勧める旨を決議した

とのことであり、当社の代表取締役会長を兼任する対象者の監査役である菅野 肇以外の対象者監査役

全員が当該取締役会に参加し、対象者取締役会が上記意見を表明することにつき異議がない旨の意見を

述べたとのことです。  

 

（２）投資者が買付け等への応募の是非を判断するために必要と判断されるその他の情報 

① 「業績予想の修正に関するお知らせ」の公表 

対象者は、平成 22 年 10 月 13 日に「業績予想の修正に関するお知らせ」を公表しております。当

該公表に基づく対象者の業績予想の修正の概要は以下のとおりです。以下の公表内容の概要は対象

者が公表した内容を一部抜粋したものであり、公開買付者はその正確性及び真実性について独自に

検証し得る立場になく、また実際にかかる検証を行っておりません。詳細につきましては、対象者

の当該公表の内容をご参照ください。 

 

平成23年３月期第２四半期（累計）連結業績予想数値の修正（平成22年４月１日～平成22年９月30日） 

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
１株当たり四

半期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

百万円

4,000

百万円

410

百万円

400

百万円 

 

240 

円 銭

7.56

今回発表予想（Ｂ） 4,130 660 650 390 12.30

増減額（Ｂ－Ａ） 130 250 250 150 ―

増減率（％） 3.3 61.0 62.5 62.5 ―

（ご参考）前期第２四半期実績

（平成22年３月期第２四半期） 
6,043 1,282 1,314 765 24.11

  
平成23年３月期通期連結業績予想数値の修正（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり当

期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

百万円

9,000

百万円

1,170

百万円

1,140

百万円 

 

670 

円 銭

21.10

今回発表予想（Ｂ） 9,300 1,460 1,450 880 27.81
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増減額（Ｂ－Ａ） 300 290 310 210 ―

増減率（％） 3.3 24.8 27.2 31.3 ―

（ご参考）前期実績 

（平成22年３月期） 
11,547 2,115 2,141 1,068 33.64

  
平成23年３月期第２四半期（累計）個別業績予想数値の修正（平成22年４月１日～平成22年９月30日） 

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
１株当たり四

半期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

百万円

3,500

百万円

400

百万円

390

百万円 

 

225 

円 銭

7.08

今回発表予想（Ｂ） 3,570 640 670 400 12.62

増減額（Ｂ－Ａ） 70 240 280 175 ―

増減率（％） 2.0 60.0 71.8 77.8 ―

（ご参考）前期第２四半期実績 

（平成22年３月期第２四半期） 
5,589 1,309 1,356 806 25.40

  
平成23年３月期通期個別業績予想数値の修正（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり当

期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

百万円

8,000

百万円

1,150

百万円

1,120

百万円 

 

660 

円 銭

20.78

今回発表予想（Ｂ） 8,100 1,400 1,400 840 26.55

増減額（Ｂ－Ａ） 100 250 280 180 ―

増減率（％） 1.3 21.7 25.0 27.3 ―

（ご参考）前期実績 

（平成22年３月期） 
10,551 2,190 2,275 1,224 38.54

 

② 平成23年３月期第３四半期決算短信（連結） 

対象者によれば、対象者は本日付で平成 23 年３月期第３四半期決算短信（連結）を公表するとの

ことであり、当該決算短信（連結）の概要は以下のとおりとのことです。なお、当該内容につきまし

ては、法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人の監査を受けておりません。また、以下の内容

は対象者によるものであり、当社はその正確性及び真実性について独自に検証しうる立場になく、ま

た実際にかかる検証を行っておりません。詳細につきましては、対象者の当該公表の内容をご参照く

ださい。なお、対象者は、本公開買付けに係る公開買付期間中に、第 88 期第３四半期に係る四半期

報告書を提出する予定とのことです。 

 

平成23年３月期第３四半期決算短信（連結）の概要（平成22年10月１日～平成22年12月31日） 

（１）損益の状況（連結） 

会計期間 
平成23年３月期 

（第88期）第３四半期累計期間 

売上高 5,728百万円 

売上原価 3,703百万円 

販売費及び一般管理費 1,301百万円 
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営業外収益 22百万円 

営業外費用 38百万円 

四半期純利益 405百万円 

 

（２）１株当たりの状況（連結） 

会計期間 
平成23年３月期 

（第88期）第３四半期連結累計期間 

１株当たり四半期純利益 12.81円 

１株当たり配当額 -円 

１株当たり純資産額 374.18円 

 

③ 平成23年３月期配当予想の修正 

対象者によれば、対象者は、本公開買付けの決済後である平成 23 年３月 31 日を基準日とする期

末配当を行った場合、本公開買付けに応募する株主の皆様と応募しない株主の皆様との間に経済的

効果の差異を生じる可能性があることから、平成 23 年２月４日開催の対象者取締役会において、平

成 23 年３月期の配当予想を修正し、本公開買付けが成立することを条件に、平成 23 年３月期の剰

余金の配当（期末配当）を行わないことを決議したとのことです。 

 

以 上 
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本プレスリリースに含まれる情報を閲覧された方は、金融商品取引法第 167 条第３項及び同施行令第 30

条の規定により、内部者取引（いわゆるインサイダー取引）規制に関する第一次情報受領者として、本プ

レスリリースの発表（平成 23 年２月４日 15 時 30 分 東京証券取引所の適時開示情報閲覧サービスにお

いて公表された時刻）から 12 時間を経過するまでは、株式会社オーエム製作所の株券等の買付け等が禁

止される可能性がありますので、十分にご注意下さい。万一、当該買付け等を行ったことにより、刑事、

民事、行政上の責任を問われることがあっても、ダイワボウホールディングス株式会社及び株式会社オー

エム製作所は一切責任を負いかねますので、あらかじめご了承下さい。 

 

本プレスリリースは、本公開買付けを一般に公表するための記者発表文であり、本公開買付けに係る売付

け等の申込みの勧誘又は買付け等の申込みを目的として作成されたものではありません。売付け等の申込

みをされる際には、必ず本公開買付けに係る公開買付説明書をご覧いただいた上で、株主ご自身の判断で

なされるようお願いいたします。 

 

本プレスリリースは、有価証券に係る売却の申込みの勧誘、購入申込に該当する、又はその一部を構成す

るものではなく、本プレスリリース（若しくはその一部）又はその配付の事実が本公開買付けに係るいか

なる契約の根拠となることもなく、また、契約締結に際してこれらに依拠することはできないものとしま

す。 

 

本プレスリリースには、ダイワボウホールディングス株式会社及び株式会社オーエム製作所の経営陣の考

え方に基づく、事業展開の見通しを記載してあります。実際の結果は多くの要因によって、これらの見込

みから大きく乖離する可能性があります。 

 

本公開買付けに関するすべての手続は、特段の記載がない限り、すべて日本語において行われるものとし

ます。本公開買付けに関する書類の全部又は一部については英語で作成されますが、当該英語の書類と日

本語の書類との間に齟齬が存した場合には、日本語の書類が優先するものとします。 

 

本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において又は米国に向けて行われるものではなく、また米国

の郵便その他の州際通商又は国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、イ

ンターネット通信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行われるものではなく、さらに米国

内の証券取引所施設を通じて行われるものでもありません。上記方法・手段により、若しくは上記施設を

通じて、又は米国内から本公開買付けに応募することはできません。また、本公開買付けに係る公開買付

届出書又は関連する買付書類はいずれも、米国内において若しくは米国に向けて、又は米国内から、郵送

その他の方法によって送付又は配布されるものではなく、かかる送付又は配布を行うことは出来ません。

上記制限に直接又は間接に違反する本公開買付けへの応募はお受けしません。 

 

国又は地域によっては、本プレスリリースの発表又は配付に法令上の制限が課されている場合がありま

す。かかる場合にはそれらの制限に留意し、当該国又は地域の法令を遵守して下さい。本公開買付けの実

施が違法となる国又は地域においては、仮に本プレスリリース又はその訳文が受領されても、本公開買付

けに関する株券の売付け等の申込みの勧誘又は買付け等の申込みをしたことにはならず、単に情報として

の資料配布とみなされるものとします。 

 



オーエム製作所との経営統合によるグループ再編について

2011年2月4日
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本公開買付けの概要

対象会社

オーエム製作所

当社が現在、普通株式8,969,000株：27.02％を所有する持分法適

用関連会社

公開買付けの目的 オーエム製作所の完全子会社化

買付予定株数

22,601,488株

（発行済株式の全て。ただし、当社の所有する対象者株式及び対

象者が所有する自己株式を除く）

買付予定株数の上限・下限
上限：なし

下限：6,848,000株（公開買付け後の株式所有割合：50.1%）

買付価格 1株につき金540円

買付期間 平成23年2月7日（月）から平成23年3月22日（火）まで（30営業日）

買付人 ダイワボウホールディングス

公開買付代理人 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券
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スケジュール

日程

平成23年3月29日（火）

平成23年2月4日（金）

平成23年2月7日（月）

平成23年2月7日（月）から平成23年3月22日（火）まで（30営業日）

平成23年3月23日（水）

決済の開始日

取締役会決議日

公開買付届出書提出日

買付け等の期間

公開買付報告書提出日
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ダイワボウホールディングスおよびオーエム製作所の沿革

ダイワボウホールディングスの沿革 オーエム製作所の沿革

1941年 4月
錦華紡績、日出紡織、出雲製織および和歌山紡織の4社合併により、大和紡
績株式会社（本社/大阪市）として新発足

1973年 1月 ダイワ・ド・ブラジルを設立

1982年 4月 ダイワボウ情報システム株式会社を設立

1990年 4月 ダヤニ・ガーメント・インドネシアを設立

1994年10月 蘇州大和針織服装有限公司を設立

1999年 3月 ダイワボウ・インダストリアル・ファブリック・インドネシアを設立

2002年 1月

9月

ダイワボウアドバンス株式会社を設立

ダイワボウマテリアルズ株式会社を設立

ニューヨーク事務所開設

2004年 1月
7月

カンボウプラス株式会社を完全子会社化

大和紡上海事務所（現ダイワボウノイ上海事務所）開設

2005年10月
12月

大和紡工業（蘇州）有限公司を設立

ダイワボウアソシエ株式会社を設立

会社分割により、全事業部門を「ダイワボウノイ株式会社」

「ダイワボウプログレス株式会社」「ダイワボウポリテック株式会社」「ダイワボ

ウエステート株式会社」に承継させ、純粋持株会社となる

1949年 7月

東京・大阪両証券取引所に株式上場

1949年 7月
大和紡績株式会社の宍道工場の現物出資により、大和機械工業株式会社を
設立

1952年10月 大阪証券取引所市場第一部に上場

オーエム紡機製作所、大阪電気鋳鋼、浜田機械工業と合併し、株式会社オー
エム紡機製作所となる

箕面市に新工場を建設、大阪工場を移転

東京証券取引所市場第一部に上場

1977年11月 鋳造部門及び販売部門を分離、オーエム金属工業株式会社を設立

2001年 6月 大阪工場を閉鎖し、自動機械部門の生産を宍道工場に集約

2002年 3月 長岡工場加工部門をオーエムエンジニアリング株式会社へ業務移管

2009年10月

2004年 5月 米国にＯ－Ｍ（Ｕ．Ｓ．Ａ），ＩＮＣを設立

1960年 9月 大阪機械製作所と合併し、株式会社オーエム製作所となる

2006年 1月

1950年 1月

1971年11月

1965年 6月

1949年 5月

紡績部門と機械部門を分離、機械部門の宍道工場の現物出資により、大和機
械工業株式会社を設立

2009年 3月
7月

ダイワボウ情報システム株式会社を完全子会社化

ダイワボウホールディングス株式会社に商号変更

宍道工場にオーエム技研株式会社の業務を統合

台湾にＴＡＩＷＡＮ Ｏ-Ｍ ＣＯ.,ＬＴＤ.を設立2010年 7月

資本財から生産財、消費財まで有する新しいダイワボウグループへ
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ダイワボウホールディングス会社概要

社名 ダイワボウホールディングス株式会社

設立 1941年（昭和16年）5月12日

代表者 阪口 政明

社員数 5,636名

本社
大阪市中央区久太郎町3-6-8

御堂筋ダイワビル

資本金 216億96百万円

発行済株式数 183,397千株

上場証券取引所 東証、大証1部上場

主要関係会社

ダイワボウ情報システム、大和紡績、

ダイワボウノイ、ダイワボウポリテック、

ダイワボウプログレス、カンボウプラス、

ダイワボウレーヨンなど

876.3 768.7 703.4 637.7 667.5 642.3 675.3 672.8
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会社概要（2010/3） 売上高
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営業利益推移
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09/3 ダイワボウ情報システムを完全子会社化
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ダイワボウホールディングス事業内容

ITインフラ流通事業 売上高 3,906億円（2010/3) 化合繊・機能資材事業 売上高 325億円（2010/3)

衣料品・生活資材事業 売上高 194億円（2010/3) その他事業 売上高 63億円（2010/3)

合繊綿・不織布、レーヨン、カンバス、産業資材、樹脂加工などの事業

を展開

世界中のあらゆるメーカーのパソコン本体、周辺機器、サプライ商品か

らソフトウェアまでをお客様の要望に応じて組み合わせで販売

全国各地に営業拠点を展開、独自の物流機能で即納する体制を確立

高度化するネットワークやシステムの需要に対し、その提案から導入、

運用、保守、インターネットコンテンツの作成までをサポート

繊維製品（紡績糸・織物・二次製品）の製造・加工・販売事業

国内外の開発拠点と生産基盤を連携させ、素材から製品までの一貫

生産体制を構築

工業用ゴム製品、電気部品の成形・組立や加工情報処理業務、ソフト

ウェアの開発、建設業・エンジニアリング業、食品の製造・販売、不動

産の賃貸、ゴルフ場（赤穂国際カントリークラブ）などのサービス業も展

開
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オーエム製作所会社概要

社名 株式会社オーエム製作所

設立 1949年（昭和24年）7月1日

代表者 山村 英司

社員数 367名

本社
大阪市淀川区宮原3-5-24

新大阪第一生命ビル

資本金 16億60百万円

発行済株式数 33,200千株

上場証券取引所 東証、大証1部上場

主要関係会社 オーエム金属工業、オムテック

会社概要（2010/3） 売上高

営業利益推移

（億円）

（億円）

1.1 1.4 2.9
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食品・医薬品等に対応した包装機械を製造

出荷台数が６千台を超える立旋盤を筆頭に、研削盤や鉄道の車輪旋

盤などに使われる専用機械を製造

オーエム製作所事業内容

工作機械 自動包装機械

立旋盤

研削盤

小箱詰機

段ボールケーサー

売上高 115億円（2010/3)

車輪旋盤 中間包装機

食品・医薬品等に対応した包装機械を製造
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本公開買付けの目的：ダイワボウホールディングス
ニューステージ２１「新たな世紀のダイワボウ創造」へのシナリオ

グループ連結経営をより一層強化

①グループの一体性は維持

②迅速な意思決定及び機動性を確保

ⅰ．各事業部門の権限を明確化

ⅱ．自己責任経営の実践

③グループの全体最適化の追求により連結企業価値の最大化を目指す

ⅰ．製販一体による事業運営

ⅱ．顧客満足度の高い製品・サービスを提供し、コア事業の競争力強化を図る

2006年1月 純粋持株会社に移行

2009年4月 ダイワボウ情報システムを統合 新生ダイワボウグループの誕生

「ハードとソフトの融合により、２１世紀の新たな生活文化の提案と人に優しい地

球環境への貢献を使命とするパイオニア集団」を目指し、グループ内のITインフラ流

通事業を担っていたダイワボウ情報システムを完全子会社化

繊維などの生活資材事業とITインフラ流通事業を有することで、安定した事業ポートフォリオを

実現したほか、繊維などの生活資材事業で培った海外ネットワークのIT関連事業への活用、

異業種間でのシナジーの発現による両事業の活性化を図る
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本公開買付けの目的：ダイワボウホールディングス

①経営体制の拡充

ⅰ．繊維事業を統括する中間持株会社（大和紡績株式会社）の設立

ⅱ．ダイワボウホールディングス株式会社への商号変更

②市場創造への注力

ⅰ．国際市場を視野に入れた事業戦略の構築

ⅱ．新規商材・商流の開発強化

２０１１年 オーエム製作所完全子会社化により事業ポートフォリオを更に充実へ

「ニューステージ２１」第３次計画（2009年4月～2012年3月）の進捗

事業ポートフォリオの更なる拡充

経営体制の一層の安定化

グローバル化に対応するグループ戦略の構築
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本公開買付けの目的：オーエム製作所

①2010年7月ＴＡＩＷＡＮ Ｏ-Ｍ．，ＬＴＤの設立

②海外生産や海外調達の推進によるコスト競争力の強化

③販売拡大

ⅰ．中国・インド・ＡＳＥＡＮ向け、廉価型汎用機械

ⅱ．新興国をターゲットとする産業インフラ向けの中・大型立旋盤

第四次中期経営計画（ＡＧＧＲＥＳＳＩＶＥ-21Ⅳ）がスタート（2010年3月～2013年3月）

基本方針

①海外での事業（調達・生産・販売）を推進し、グローバル市場で勝ち抜く。

②「モノづくり力」を磨き、高品質な製品を提供し、企業価値の向上を目指す。

③コンプライアンスを重視した経営に取り組む。

第四次中期経営計画（ＡＧＧＲＥＳＳＩＶＥ-21Ⅳ）の進捗

更なる競争力強化・販売拡充が必要
①新興諸国（BRICｓ、VISTA）において

ⅰ．生産拠点の確立
ⅱ．市場拡大のための販路開拓

②新規マーケット対応の製品等の開発強化

新興諸国での展開が課題
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本統合のメリット

ダイワボウホールディングスのメリット

人口の成熟化に伴う国内マーケット縮小の中、国際展開を視野に入れた事業戦略の構築、連

結収益力の向上を図り、21世紀のダイワボウグループの更なる発展の礎を築く

①ITインフラ流通事業、繊維事業、工作機械・自動機械事業と、資本財から生産財・消費財の販

売まで手掛ける事で、安定的な収益構造を実現

②経営資源の最適配分を通じ、より高い成長、資金効率の向上、人材の育成・活用が可能に

③異業種間のハイブリッドなシナジーを追求し、次世代の発展シナリオが創造可能に

ダイワボウホールディングスの持つ海外ネットワーク、経営インフラの有効活用

→ 新興諸国の電力網、高速鉄道、道路整備など産業インフラ投資に対し、大型立旋盤の輸

出拡大を促進

IT技術（制御システム、アプリケーション開発、モニタリング分析など）と機械製造技術の融合
により顧客満足度の高い工作機械、自動包装機械の開発が可能に

ダイワボウグループの多岐にわたる取引先との連携により、新商品の開発や既存商品の新
規分野への事業展開など新たな事業機会を創出

迅速かつ柔軟な意思決定の実現が可能に

オーエム製作所のメリット
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本公開買付けで期待する効果：オーエム製作所①

1212

第四次中期経営計画（ＡＧＧＲＥＳＳＩＶＥ-21Ⅳ）に掲げる海外事業展開を迅速かつ効率的に実行

①当社グループの強みの有効活用

ⅰ．インドネシア・中国・ブラジルにおける生産・販売拠点等の経営インフラ

ⅱ．進出国の政府、有力地元企業等との緊密なつながり

ⅲ．海外事業に係るノウハウ

②新興国への進出

ⅰ．大型立旋盤の輸出拡大

ⅱ．生産拠点の確立と販売網の構築

蘇州大和針服装有限公司

大和紡工業（蘇州）有限公司

Ｐ．Ｔ．ダヤニ・ガーメント・インドネシア

Ｐ．Ｔ．ダイワボウ・インダストリアル・ファブ

リックス・インドネシア

Ｐ．Ｔ．ダイワボウ・シーテック・インドネシア

ダイワ・ド・ブラジル

グループの拠点を活用し、新興諸国の電力網、高速鉄道、道路整備など産業インフラ投資に対し、

大型立旋盤の輸出拡大を促進

ダイワボウノイ・ニューヨーク事務所

ダイワボウノイ上海事務所
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本公開買付けで期待する効果：オーエム製作所②

1313

IT技術（制御システム、アプリケーション開発、モニタリング分析など）と機械製造技術の融合により

顧客満足度の高い工作機械、自動機械の開発を促進
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本公開買付けで期待する効果：オーエム製作所③

オーエム

製作所

塗料

IT産業

繊維

電子部品

衛生用品

アパレルアウター

寝装品インナー

生活資材

土木建材

建設

自動車産業

輸送機器

精密機器

機械

金属加工

樹脂加工

ITソフトメーカー
化学・ゴム製品

飲料

食料品

加工食材

家電量販

自治体
製紙・パルプ

学校

当社グループの取引先との連携により、新商品開発・既存商品の新規分野への事業展開など

新たな事業機会の創出
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ダイワボウホールディングス

本公開買付けで期待する効果：ダイワボウホールディングス
景気変動に対する対応力向上、安定した収益構造の確立、経営資源の最適配分の実現

ダイワボウ情報システムの
営業利益のイメージ

新会社の営業利益の
イメージ

大和紡績の営業利益の
イメージ

オーエム製作所の営業利
益のイメージ

持続的・安定的成長

ITインフラ流通事業

ダイワボウ情報システム

工作機械・自動機械事業

オーエム製作所

繊維事業

大和紡績

緊密な戦略的連携

人材 資金 ノウハウ
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統合後の新たなグループビジョン

インフラ流通事業での「情報インフラ」および

繊維事業での「生活インフラ」に、

工作機械を中心とした「産業インフラ」を加えることで、

新たなグループビジョンとして「社会インフラ」の領域で、

地球環境との共生と持続可能な社会の創造への貢献を目指す。

情報インフラ

ダイワボウ情報システム

生活インフラ

大和紡績

産業インフラ

オーエム製作所
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